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各 位 

会社名  岩崎通信機株式会社 

代表者名 代表取締役社長 木村 彰吾 

（コード：6704、東証スタンダード） 

問合せ先 取締役執行役員コーポレート・マネジメント本部長 

時田 英典 

（TEL．03-5370-5111） 

 

当社と連結子会社３社との合併（簡易吸収合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2024年10月１日を効力発生日として、当社の100％連結子会社である岩通ビ

ジネスサービス株式会社、岩通ネットワークソリューション株式会社、岩通マニュファクチャリング株式会社を吸収

合併することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

本合併は、100%子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示しております。なお、

岩通ビジネスサービス株式会社、岩通ネットワークソリューション株式会社、岩通マニュファクチャリング株式会社

を対象とする吸収合併は、簡易組織再編の手続きによることとしております。 

 

１．合併の目的 

 

当社は中期経営計画「REBORN」の達成に向けて、責任と権限を明確にし、意思決定のスピードアップを図るため、

本年４月から社内カンパニー制を導入しましたが、今般、グループ内の経営資源を結集し、更なる経営の効率化を

図ること及び機動的な組織体制を構築することにより収益性を向上させ、永続的な利益体質を実現することを目的

として、本合併を決定いたしました。 

 

２．合併の要旨 

 

（１）合併の日程 

合併契約書承認取締役会 2024年８月９日（予定） 

合併契約書締結日 2024年８月９日（予定） 

効力発生日 2024年10月１日（予定） 

※なお、本吸収合併は、当社においては簡易合併の手続きにより、連結子会社３社においては略式合併による

手続きにより、いずれも株主総会の承認を得ずに行う予定であります。 

 

（２）合併の方式 

   当社を存続会社とする吸収合併方式で、岩通ビジネスサービス株式会社、岩通ネットワークソリューション株

式会社、岩通マニュファクチャリング株式会社は解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

   当社は、岩通ビジネスサービス株式会社、岩通ネットワークソリューション株式会社、岩通マニュファクチャ

リング株式会社の全株式を保有しているため、合併に際して株式その他の金銭等の交付を行いません。 

 



（４）新株予約権等の取扱い 

   吸収合併消滅会社である岩通ビジネスサービス株式会社、岩通ネットワークソリューション株式会社、岩通マ

ニュファクチャリング株式会社はいずれも新株予約権、新株予約権社債を発行しておりません。 

 

３．合併の当事会社の概要（2024年３月31日現在） 

 吸収合併 

存続会社 

吸収合併 

消滅会社 

吸収合併 

消滅会社 

吸収合併 

消滅会社 

(1)名称 岩崎通信機株式会社 岩通ビジネスサー

ビス株式会社 

岩通ネットワーク

ソリューション株

式会社 

岩通マニュファ

クチャリング株

式会社 

(2)所在地 東京都杉並区久我山

１丁目７番41号 

東京都杉並区久我

山１丁目７番41号 

東京都杉並区久我

山１丁目７番41号 

福島県須賀川市

前田川字宮の前

216-１ 

(3)代表者の役職・指名 代表取締役社長 

木村 彰吾 

代表取締役社長 

高宮 嘉康 

代表取締役社長 

小野口 匡史 

代表取締役社長 

平原 一昭 

(4)事業内容 情報通信、印刷シス

テム、電子計測及び

不動産に関する事業 

ビルメンテナンス

業 

情報通信機器販売

業 

情報通信機器製

造業 

(5)資本金 7,882百万円 94百万円 94百万円 295百万円 

(6)設立年月日 1938年８月14日 2021年７月１日 1973年５月14日 1970年４月16日 

(7)発行済株式数 14,980,344株 16,765株 4,235株 3,110,000株 

(8)決算期 ３月31日 ３月31日 ３月31日 ３月31日 

(9)従業員 (単体)404名 71名 46名 229名 

(10) 主要取引先 東日本電信電話株式

会社、西日本電信電

話株式会社 

岩崎通信機株式会

社及び関連会社 

 

エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーショ

ンズ株式会社、Ｋ

ＤＤＩ株式会社ほ

か 

岩崎通信機株式

会社、加賀電子株

式会社 

(11)主要取引銀行 株式会社三菱UFJ銀

行、三菱UFJ信託銀行

株式会社、株式会社

みずほ銀行、株式会

社三井住友銀行 

株式会社三菱UFJ

銀行 

株式会社三菱UFJ

銀行 

株式会社東邦銀

行、株式会社常陽

銀行 

(12)大株主及び持株比率

(2024年３月31日現在) 

あいホールディング

ス株式会社 

32.80％ 

The Hongkong and 

Shanghai 

Banking Corp. Ltd. 

（常任代理人 香港

上海銀行東京支店） 

18.53％ 

株式会社三菱 UFJ銀

行 

3.33％ 

当社100％ 当社100％ 当社100％ 



日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社 

3.10％ 

株式会社日本カスト

ディ銀行 

2.57％ 

日本生命保険相互会

社 

2.01％ 

明治安田生命保険相

互会社 

2.01％ 

岩通協力企業持株会 

1.65％ 

岩通グループ従業員

持株会 

1.23％ 

加賀電子株式会社 

1.01％ 

(13)当事会社間の関係 

 資本関係 当社は議決権を100％保有しています。 

 人的関係 当社役員及び従業員による役員兼任の関係があります。 

 取引関係 当社製品の製造、販売、及び建物等の保守管理を行っていま

す。 

(14)最近３年間の経営成績及び財政状態 

  岩崎通信機株式会社(連結) 

決 算 期 2022年３月 2023年３月 2024年３月 

連 結 純 資 産 25,359 24,176 29,987 

連 結 総 資 産 36,441 35,316 46,723 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 (円 ) 2,551.64 2,425.27 1,921.77 

連 結 売 上 高 23,182 22,903 21,290 

連 結 営 業 利 益 501 △983 △489 

連 結 経 常 利 益 590 △905 △516 

親会社株主に帰属する当期純利益 595 △1,181 526 

１株当たり連結当期純利益（円） 59.96 △118.64 45.36 

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） 25.00 － 25.00 

 岩通ビジネスサービス株式会社 

決 算 期 2022年３月 2023年３月 2024年３月 

純 資 産 621 641 657 

総 資 産 746 743 771 

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 29,612.55 30,541.72 31,304.29 

売 上 高 372 497 479 

営 業 利 益 28 57 46 

経 常 利 益 33 63 51 

当 期 純 利 益 21 40 33 



１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （ 円 ） 1,010.95 1,947.16 1,578.57 

 岩通ネットワークソリューション株式会社 

決 算 期 2022年３月 2023年３月 2024年３月 

純 資 産 187 175 199 

総 資 産 466 429 549 

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 8,947.88 8,334.32 9,478.54 

売 上 高 1,313 1,135 1,302 

営 業 利 益 77 39 26 

経 常 利 益 80 41 28 

当 期 純 利 益 67 25 30 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （ 円 ） 3,206.76 1,232.44 1,440.75 

  岩通マニュファクチャリング株式会社 

決 算 期 2022年３月 2023年３月 2024年３月 

純 資 産 2,347 1,653 1,680 

総 資 産 5,058 4,393 3,113 

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 754.73 531.51 540.46 

売 上 高 7,152 5,892 2,562 

営 業 利 益 97 △264 3 

経 常 利 益 94 △259 △6 

当 期 純 利 益 64 △240 27 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （ 円 ） 20.74 △77.23 8.95 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

 

４．合併後の状況 

 吸収合併存続会社 

(１)名称 岩崎通信機株式会社 

(２)所在地 東京都杉並区久我山１丁目７番41号 

(３)代表者の役職・指名 代表取締役社長 木村 彰吾 

(４)事業内容 情報通信、印刷システム、電子計測及び不動産に関する事業 

(５)資本金 7,882百万円 

(６)決算期 ３月31日 

(７)純資産 未定 

(８)総資産 未定 

 

５．会計処理の概要 

  企業結合に関する会計基準上、共通支配下の取引に該当します。 

 

６．業績に与える影響 

  連結対象子会社の吸収合併であるため、本件が連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 




